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輸出物品販売場における
免税制度

第１ １　制度の概要

　　�　消費税の課税の対象は、事業者（法人及び事業を行う個人）が、国内において行う資産の譲渡、資産の貸
付け、役務の提供と外国貨物の引取りとされていますが、輸出取引などについては消費税が免除されるこ
ととされています。

　　�　この消費税の免除については、輸出として行われる資産の譲渡の免税（輸出免税）のほかに、輸出物品
販売場における輸出物品の譲渡に係る免税（輸出物品販売場免税）があります。

　　�　輸出物品販売場免税の制度は、輸出物品販売場を経営する事業者（免税事業者は除きます。）が、外国人
旅行者等の非居住者に対して、これら非居住者が、輸出するため、所定の方法で購入する物品の譲渡（販
売）を行った場合、通常はその譲渡に対して課される消費税が、免除されるというものです。

◎�　この免税制度は、外国人旅行者等

（非居住者）が国内で購入した物品

を土産品等として日本国外に持ち帰

る場合、その非居住者に対する譲渡

は実質的に輸出と同様であることか

ら設けられたものです。

　�　したがって、その非居住者が購入

した物品を、携帯等の方法によって

日本国外に持ち出すことを前提とし

て免税とされるものであり、非居住

者が購入すれば、それだけで免税扱

いになる、ということではありませ

ん。

２　輸出物品販売場の種類

　　�　輸出物品販売場は、その販売場の所在場所により次の 2種類に分類され、購入者の範囲や免税手続等に
相違があります。

　　①　②以外の輸出物品販売場で、外国人旅行者等が購入対象者であるもの（市中の輸出物品販売場）。
　　②　合衆国軍隊の施設内にある輸出物品販売場で、合衆国軍隊の構成員等とその家族が購入者であるもの。
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免税販売の要件第２ 　　�　事業者が、「輸出物品販売場」として物品を免税販売するためには、次の１から５のすべての要件を満
たしていることが必要です。

１ 『輸出物品販売場』の許可を受けていること ☞　cf. ３ページ

２ 「非居住者」に対する販売であること ☞　cf. ４ページ

３ 「免税対象物品」の販売であること ☞　cf. ５ページ

４ 「所定の手続」で販売すること ☞　cf. ６ページ

５ 「購入者誓約書」を保存していること ☞　cf. ６ページ
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　１　『輸出物品販売場』の許可を受けていること

　　�　輸出物品販売場の許可を受けようとする事業者は、事業者の納税地を所轄する税務署長に「輸出物品販
売場許可申請書」（p.22）を提出（２通）し、許可を受けることとなります。

　　�　この輸出物品販売場の許可は、原則として、次に掲げる条件のすべてに該当する場合に与えられること
とされています。

・　販売場の所在地は、非居住者の利用度が高いと認められる場所であること。
　※�　申請時点で利用度が高いことまでを求めているものではなく、今後、非居住者の利用が見込まれる

場所も含みます。

・�　販売場が非居住者に対する販売に必要な人員の配置及び物的施設（例えば非居住者向け特設
売場など）を有するものであること。
　※�　『非居住者に対する販売に必要な人員の配置』とは、免税販売の際に必要となる手続を非居住者に対

して説明できる人員の配置を求めているものです。なお、外国語については、母国語のように流ちょ

うに話せることまでを必要としているものではありません。パンフレット等の補助材料を活用しなが

ら、非居住者に手続を理解していただければ十分です。

　　�　また、『非居住者に対する販売に必要な物的施設を有する』とは、免税販売の際に必要となる手続を

行うためのカウンター等の物的施設があることを求めているものであり、免税販売のための特別なカ

ウンターを設けることまでを必要としているものではありません。

・�　申請者が許可申請の日から起算して過去３年以内に開始した課税期間の国税について、その納
税義務が適正に履行されていると認められること。

・　申請者の資力及び信用が十分であること。

・　上記のほか、許可することにつき特に不適当であると認められる事情がないこと。

◎�　輸出物品販売場の許可は販売場

ごとに受けなければならないこと

とされていますので、複数の販売

場において免税の適用を受けよう

とする場合には、それぞれの販売

場ごとに許可を受ける必要があり

ます。

　�　また、販売場を移転した場合に

は、移転前の輸出物品販売場につ

いて「輸出物品販売場廃止届出書」

（p.22）を提出するとともに、移転

先の販売場について新たに輸出物

品販売場の許可を受ける必要があ

ります。

　　※�　申請及び許可に関する詳細については、所轄の税務署へお問い合わせください。

免税販売の要件第２
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　２　「非居住者」に対する販売であること

　　�　「非居住者」とは、外国為替及び外国貿易管理法に規定する非居住者で、日本国内に住所又は居所を
有していないものをいいます。

　　�　輸出物品販売場において免税販売できるのは、外国為替及び外国貿易法で規定されている「非居住者」
に限られています。なお、たとえ非居住者であっても、旅券（パスポート）等を所持していない人には、
免税販売ができません（旅券等のコピーの提示では、販売できません）。

　　　販売に際しては、旅券等の原本の提示を受けた上で、確実に確認してください。
　　�　居住者、非居住者の区分の具体的な範囲は、次の表のとおりです。網掛け部分に該当する人に対する販
売が、免税の対象となります。

外 

国 

人

非
居
住
者

①�　外国人は原則として非居住者として取り扱われます。

②�　外国政府又は国際機関の公務を帯びる者

居
住
者

①� 　本邦内にある事務所に勤務する者

②� 　本邦に入国後６か月以上経過するに至った者

本
邦
人

非
居
住
者

①�　外国にある事務所（本邦法人の海外支店等、現地法人、駐在員事務所及び国際機関を含む。）に
勤務する目的で出国し外国に滞在する者

②　２年以上外国に滞在する目的で出国し外国に滞在する者

③　①及び②に掲げる者のほか、本邦出国後、外国に２年以上滞在するに至った者

④�　①から③までに掲げる者で、事務連絡、休暇等のため一時帰国し、その滞在期間が６か月未満
の者

居
住
者

①�　本邦人は、原則として居住者として取り扱われます。

②�　本邦の在外公館に勤務する目的で出国し外国に滞在する者は、居住者として取り扱われます。

◎�　右の表からもわかるとおり、本邦

人であっても、「非居住者」に該当

する人がいます（免税の対象となり

ます）。

　�　逆に、外国人であっても、「居住

者」に該当する者に対する販売につ

いては、免税の対象にならないこと

に注意が必要です。

◎�　旅券（パスポート）以外にも、非

居住者であることを証明する書類が

あります。詳細は8ページを参照

してください。

免税販売の要件第２
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　３　「免税対象物品」の販売であること

　　�①　一般物品（消耗品以外のもの）
　　　�　同一の非居住者に対して、同一の免税店で、同一の日に、免税対象物品の販売が１万円（税抜き）

を超えるもの
　　　　　☞　従来どおりの規定で、変更はありません。
　　　　　☞�　「１万円をを超えるもの」とは、10,001 円以上のことです。10,000 円ちょうどの場合はこれに

該当しません。
　　　　　☞�　なお、　「１万円」とは、商品の単価ではなく、販売合計金額です。販売価格の合計額が 10,000

円を超えれば（10,001 円以上であれば）、免税の対象になります。

　　②　消耗品（食品類、飲料類、薬品類、化粧品類など）
　　　�　同一の非居住者に対して、同一の免税店で、同一の日に、免税対象物品の販売が 5,000 円を超え

50万円（共に税抜き）までのもの
　　　　　☞　「5,000 円を超え 50 万円までのもの」とは、5,001 円から 500,000 円までのものとなります。

◎�　右記②の消耗品については、これ

まで輸出物品販売場における免税販

売の対象外とされていましたが、消

費税法施行令の改正により、平成

26年 10月１日以後、免税の対象

となります。

　　　※�　一般物品と消耗品を組み合わせて一つの商品としている場合、その商品は「消耗品」として取り扱います。
　　　　　　【例】おもちゃ付き菓子、ポーチ付き化粧品、グラス付き飲料類など
　　　　�　なお、一般物品の機能を発揮するため通常必要な消耗品が、一般物品に附属されている場合は、「一般物

品」として取り扱います。
　　　　　　【例�】必要最小限の乾電池が附属された電化製品、インクカートリッジが装着された状態のプリンタなど

【一般物品】

【消耗品】

　　　※�　一般物品と消耗品を合算することはできません。したがって、同一店舗内で一般物品と消耗品の両方を
扱っていて、例えば一般物品の販売合計額が 8,000 円、消耗品の販売合計額が 3,000 円であった場合は、いず
れも免税の対象とはなりません。

　　　※�　同一店舗内で、同一の日に、同一の非居住者に対し、異なる時間または異なる売場で販売し、その販売合計
額を合算すれば上記の金額（一般物品１万円、消耗品 5,000 円）を超える場合には、免税の対象になります。

免税販売の要件第２
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　５　「購入者誓約書」を保存していること

　　�　購入者から提出を受けた購入者誓約書は、免税販売を行った日の属する課税期間の末日の翌日から２か
月を経過した日から７年間、事業者の納税地又は販売場の所在地に保存しなければなりません。

　　＜注意＞

　　　　「販売日から７年間」ではありません。

　４　「所定の手続」で販売すること

　　�　輸出物品販売場における免税物品の譲渡の方法（所定の手続）については、「第３　譲渡の方法」（p.7 ～）
で詳しく説明します。

　　　　（例）課税期間が４月１日～３月 31 日で、物品販売日が 10 月１日の場合

4/1 4/110/1 3/31

販売日

課税期間 ２か月

 課税期間の
末日の翌日

７年間

免税販売の要件第２
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　　�免税で販売を行うためには、次の手続きによらなければなりません。

輸

出

物

品

販

売

場

１　旅券等の提示

２　「購入記録票」の作成

６　「購入者誓約書」の保存

３　「購入者誓約書」の作成・提出

４　「購入記録票」の旅券等への
　　貼り付け（割印）

５　免税対象物品の引き渡し

購

入

者

（

非

居

住

者

）

８　免税購入物品の
　　輸出

７　「購入記録票」の
　　提出

税　　関

出国

　　次ページ以下で、上図１～８の手続の方法について説明します。

譲渡の方法第３
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　１　旅券等の提示（＝非居住者であることの確認）

　�　事業者が、輸出物品販売場において非居住者に対して免税物品を譲渡する場合には、旅券等の提示を受け
ることとなっています。したがって、非居住者に対して譲渡する場合であっても、旅券等を所持していな
い場合には免税にはなりません。販売に際しては、旅券等の原本の提示を受けた上で、確実に確認して
ください。

　　「旅券等」とは次のものをいいます。
　　　・パスポート（上陸許可の証印を受けたもの）　passport 
　　　・乗員上陸許可書　crew member's landing permit 
　　　・緊急上陸許可書　emergency landing permit 
　　　・遭難による上陸許可書　landing permit due to distress

　　【上陸許可証印】

⑤

① ①
②③
③④
④⑤

　　　①　上陸許可年月日　Date of permit 　＜記載例＞　1.SEP.2014　⇒　2014 年９月１日
　　　②　在留期限　Until　（上陸許可証印シールのみの記載）
　　　③　在留資格　Status　　　＜記載例＞　短期滞在　留学　研修など　……詳しくは次ページで。
　　　④　在留期間　Duration　　＜記載例＞　90days　⇒　90 日間
　　　⑤　上陸地　Port of entry　＜記載例＞　NARITA⑵　⇒　成田空港第２旅客ターミナル

◎�　パスポートの提示を受けたら、右

記の上陸許可証印で「在留資格」

「入国日」「在留期間」等を確認し、

『非居住者』（４ページの２参照）で

あることを確認します。

譲渡の方法第３
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　　【在留資格一覧表】

番号 在留資格 在留期間 在留資格 在留期間番号
１
２
３
４
５
６
７
８
９
10
11
12
13
14
15

22

18

17 27

16

19

20

21

外交 外交活動を行う期間
公用
教授
芸術
宗教
報道

投資・経営
法律・会計業務

医療
研究

定住者

教育
技術

人文知識・国際業務

興行

５年、３年、１年、３月又は15日

３年、１年、６月、３月又は15日

３年、１年、６月又は３月

５年、３年、１年又は３月

５年、３年、１年又は３月

企業内転勤

１年、６月又は法務大臣が
個々に指定する期間
（１年を超えない範囲）

技能実習

90日、30日又は15日以内の
日を単位とする期間

無期限

文化活動

短期滞在

留学
４年３月、４年、３年３月、３年、
２年３月、２年、１年３月、１年、
６月又は３月

１年、６月又は３月研修

家族滞在
５年、４年３月、４年、３年３月、
３年、２年３月、２年、１年３月、
１年、６月又は３月

５年、４年、３年、２年、１年、
６月、３月又は法務大臣が
個々に指定する期間（５年
を超えない範囲）

特定活動

永住者

23

24

５年、３年、１年又は６月

５年、３年、１年、６月又は法務
大臣が個々に指定する期間
（５年を超えない範囲）

日本人の配偶者等25
26 永住者の配偶者等技能

外国人等の在留資格等表示区分一覧

◎�　一般的な外国人旅行客の場合は、

「短期滞在」（右表の19番）が最も

多いと思われます。

◎�　右の表は、弊社発行の「輸出物品

購入者誓約書」の表紙裏面にも記載

しています。

　＜注意＞

　�　上表に記載されている在留資格者のすべてが、非居住者に該当するわけではありません。どの在留資格に
該当する人も、滞在期間が６か月以上経過している場合は居住者となりますから、免税販売の対象外となり
ます。

譲渡の方法第３
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　２　「輸出免税物品購入記録票」の作成

　�　提示を受けた旅券等に基づき、「購入記録票」に次の事項を記入します。
　　①�　購入者の氏名・国籍・生年月日・在留資格及び上陸年月日
　　②　購入者の所持する旅券等の種類及び番号
　　③�　免税物品を販売する輸出物品販売場を経営する事業者の氏名または名称及び納税地、その納税地を所

轄する税務署の名称並びにその輸出物品販売場の所在地
　　④　免税物品の購入年月日
　　⑤　免税物品の品名、品名ごとの数量、単価、販売価額及び合計価額

　３　「購入者誓約書」の作成・提出

　�　免税物品を購入する非居住者から、次の事項が記載された「購入者誓約書」に署名（サイン）してもら
い、提出を受けます。

　　①�　購入者の氏名・国籍・生年月日・在留資格及び上陸年月日
　　②　購入者の所持する旅券等の種類及び番号
　　③�　免税物品を販売する輸出物品販売場を経営する事業者の氏名または名称
　　④　免税物品の購入年月日
　　⑤　免税物品の品名、品名ごとの数量、単価、販売価額及び合計価額
　　⑥�　（一般物品の場合）　一般物品の購入者が、その一般物品を購入後に輸出することを誓約する旨
　　　�　（消耗品の場合）�　消耗品の購入者が、その消耗品を購入した日から 30 日以内に輸出することを誓

約する旨

　�　弊社発行の『輸出物品購入者誓約書・輸出物品購入記録票』は、上記２・３の書式が、複写の要領で、１
度に作成できるようになっています。

◎�　「購入記録票」「購入者誓約書」

については、13ページ以降で詳

しく説明します。

譲渡の方法第３
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　４　「購入記録票」の旅券等への貼り付け（割印）

　�　事業者は、上記３で作成した購入記録票を、非居住者の所持する旅券等に貼り付け、次の形式の印により
割印をします。

　【割印】

　　　　
輸
　
免
　　規格　おおむね横６mm、縦８mm

　＜注意＞
　・　個人の認印や訂正印など、上記の形式以外の印を、割印として使用することはできません。

　・　購入記録票は、「出入国記録票（E／Dカード）」に貼り付けないよう注意してください。

　・�　旅券等にすでに貼り付けられた購入記録票があり、さらにその上に貼り付ける場合は、直前に貼り付け
られたものと割印できるように貼り付けた上、割印してください。

◎�　2014 年 10月１日以降、購入記

録票等の様式の弾力化がなされま

したが、割印に関する規定につい

ては変更がありません（従来どお

りとなります）。

譲渡の方法第３
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◎　購入記録票等の様式の弾力化及び記載事項の簡素化

　①　様式の弾力化
　　�　購入記録票及び購入者誓約書については、これまで法令で様式が定
められていましたが、2014年 10月１日以後は、特定の様式でなく、法
令に定められた事項が記載された書類であればよいこととされました。

　　　※ 2014 年９月 30 日までは、法令で定められた様式を使用する必要があります。

　②　記載事項の簡素化
　　�　2014 年 10 月１日以後は、記載すべき事項の全部又は一部が記載さ
れた明細書等（購入者に対し交付する領収書の写し等）を購入記録票等
に貼り付け、かつ、当該明細書等と購入記録票等との間に割印した場
合には、当該明細書等に記載された事項の購入記録票等への記載を省
略できることとされました（割印の要領は、前ページの〈注意〉欄記載の
方法と同じです）。

　なお、この度の改正により、弊社発行の様式は、従来の一般物品に加え
て消耗品の免税取扱いができるようになったことにともない、
　「一般物品販売用」
　「消耗品販売用」
　「一般物品・消耗品共通用」
の、３種類の様式をご提供させていただきます。

≪購入記録票及び購入者誓約書に記載すべき事項≫

記載すべき事項 記録票 誓約書

①　購入者の氏名、国籍、生年月日、在留資格及び上陸年月日 ○ ○

②　購入者の所持する旅券等の種類及び番号 ○ ○

③　輸出物品販売場を経営する事業者の氏名又は名称 ○ ○

④�　輸出物品販売場を経営する事業者の納税地及び所轄税務
署名、輸出物品販売場の所在地

○ －

⑤　購入年月日 ○ ○

⑥　品名、品名ごとの数量及び価額、物品の価額の合計額 ○ ○

⑦�　購入後において輸出することを誓約する旨（消耗品の場
合、購入した日から 30 日以内に輸出することを誓約する旨）
及び購入者の署名

－ ○

　次ページ以降で、弊社発行の様式に基づき、「購入者誓約書」及び「購
入記録票」の記載方法についてご説明します。

※�　購入記録票には、上記の①から⑥の事項のほか、次のイ～ニの事項
を日本語及び外国語で記載する必要があります。

　　　イ�　本邦から出国する際又は居住者となる際に、その出港地を所轄
する税関長又はその住所若しくは居所の所在地を所轄する税務署
長に購入記録票を提出しなければならない旨

�　　　ロ�　本邦から出国するまで購入記録票を旅券等から切り離してはな
らない旨

　　　ハ�　免税で購入した物品を本邦から出国する際に所持していなかっ
た場合には、その購入した物品について免除された消費税額（地
方消費税を含む。）に相当する額を徴収される旨

　　　ニ�　ハの場合において、災害その他やむを得ない事情により免税で
購入した物品を亡失したため輸出しないことにつき税関長の承認
を受けたとき、又は既に輸出したことを証する書類を出港地を所
轄する税関長に提出したときは、消費税額（地方消費税を含む。）
に相当する額を徴収されない旨

　�　ロ～ニの事項については、購入記録票の裏面に記載することができま
す。
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◎　「購入記録票」「購入者誓約書」の記載方法

　弊社発行の『輸出物品購入者誓約書・輸出物品購入記録票』は、「購入者
誓約書」と、「購入記録票」が、複写の方法で一度に記入できるようになっ
ています。
　この様式は、３枚つづりになっています。
　１枚目は「最終的に輸出となる物品の消費税免税購入についての購入者
誓約書」です（本ページ下）。２枚目は、１枚目とまったく同じ内容のもの
です（次ページ上）。１枚を本店で保管し、もう１枚を各販売場で保管する
といったケースを想定しています。法律で２枚保存するよう定められてい
るわけではありませんので、必要がない場合は破棄しても問題ありません
（この場合は１枚目を保存し、２枚目を破棄するようにしてください）。

最終的に輸出となる物品の消費税免税購入についての購入者誓約書
Covenant of Purchaser of Consumption Tax-Exempt of Ultimate Export

伝票番号
Ref.No.

※　在留資格欄の（　　　）内には、別添の「表示区分一覧」の番号を記入する。

数　　量
Quantity

単　　　価
Unit Price

販 売 価 額
Price

数　　量
Quantity

単　　　価
Unit Price

販 売 価 額
Price品　　　名 Name of Commodity

消耗品／Consumables
品　　　名 Name of Commodity
一般物品／Commodities

合　計　価　額
Toral Amount

合　計　価　額
Toral Amount

署　　名
Signature

販　売　者　氏　名
Seller's Name

下記の消耗品は、購入した日から30日以内に輸出するものとして購入し、日本で処分しないことを誓約します。
I certify that the goods listed as “consumbable commodities” on this card were purchased by me for export 
from Japan and within 30days from the purchase date and will not be disposed of within Japan.

下記の一般物品は、日本から最終的には輸出するものとして購入し、日本で処分しないことを誓約します。
I certify that the goods listed as “commodities except consumables” on this card were purchased by me 
for ultimate export from Japan and will not be disposed of within Japan.

番号 №

旅　券 PASSPORT

国　　　籍
Nationality

購 入 年 月 日
Date of Purchase

在留資格番号
（　  　    ）

旅券等の種類 Passport etc.

在　留　資　格
Status of Residence

上 陸 年 月 日
Date of Landing Year　　　　　Month　　　　　Day

年 月 日

Year　　　　　Month　　　　　Day

年 月 日

Year　　　　　Month　　　　　Day

年 月 日

購入者氏名（活字体）
Name in Full (in block Letters)

生 年 月 日
Date of Birth of Purchaser

その他 Other

最終的に輸出となる物品の消費税免税購入についての購入者誓約書（１枚目）

最終的に輸出となる物品の消費税免税購入についての購入者誓約書
Covenant of Purchaser of Consumption Tax-Exempt of Ultimate Export

伝票番号
Ref.No.

※　在留資格欄の（　　　）内には、別添の「表示区分一覧」の番号を記入する。

数　　量
Quantity

単　　　価
Unit Price

販 売 価 額
Price

数　　量
Quantity

単　　　価
Unit Price

販 売 価 額
Price品　　　名 Name of Commodity

消耗品／Consumables
品　　　名 Name of Commodity
一般物品／Commodities

合　計　価　額
Toral Amount

合　計　価　額
Toral Amount

署　　名
Signature

販　売　者　氏　名
Seller's Name

下記の消耗品は、購入した日から30日以内に輸出するものとして購入し、日本で処分しないことを誓約します。
I certify that the goods listed as “consumbable commodities” on this card were purchased by me for export 
from Japan and within 30days from the purchase date and will not be disposed of within Japan.

下記の一般物品は、日本から最終的には輸出するものとして購入し、日本で処分しないことを誓約します。
I certify that the goods listed as “commodities except consumables” on this card were purchased by me 
for ultimate export from Japan and will not be disposed of within Japan.

番号 №

旅　券 PASSPORT

国　　　籍
Nationality

購 入 年 月 日
Date of Purchase

在留資格番号
（　  　    ）

旅券等の種類 Passport etc.

在　留　資　格
Status of Residence

上 陸 年 月 日
Date of Landing Year　　　　　Month　　　　　Day

年 月 日

Year　　　　　Month　　　　　Day

年 月 日

Year　　　　　Month　　　　　Day

年 月 日

購入者氏名（活字体）
Name in Full (in block Letters)

生 年 月 日
Date of Birth of Purchaser

その他 Other

最終的に輸出となる物品の消費税免税購入についての購入者誓約書（２枚目）

伝票番号
Ref.No.

本邦から出国する際又は居住者となる際に、その出港地を所轄する税関長又はその住所若しくは居所の所在地を所轄する税務署長に購入記録票を提出しなければなりません。
When departing Japan, or if becoming a resident of Japan, you are required to submit your “Record of Purchase Card” to either the Director of Customs that has jurisdiction over your
departure location or the head of the tax office that has jurisdiction over your place of residence or address.

輸　出　免　税　物　品　購　入　記　録　票
Record of Purchase of Consumption Tax-Exempt for Export

販　売　者　氏　名
Seller's Name

所 轄 税 務 署
Tax office concerned

納　税　地
Place for Tax payment 

販 売 場 所 在 地
Salling Place

税務署

番号 №

旅　券 PASSPORT

国　　　籍
Nationality

購 入 年 月 日
Date of Purchase

在留資格番号
（　  　    ）

旅券等の種類 Passport etc.

在　留　資　格
Status of Residence

上 陸 年 月 日
Date of Landing Year　　　　　Month　　　　　Day

年 月 日

Year　　　　　Month　　　　　Day

年 月 日

Year　　　　　Month　　　　　Day

年 月 日

購入者氏名（活字体）
Name in Full (in block Letters)

生 年 月 日
Date of Birth of Purchaser

Other

数　　量
Quantity

単　　　価
Unit Price

販 売 価 額
Price

数　　量
Quantity

単　　　価
Unit Price

販 売 価 額
Price品　　　名 Name of Commodity

消耗品／Consumables
品　　　名 Name of Commodity
一般物品／Commodities

合　計　価　額
Toral Amount

合　計　価　額
Toral Amount

その他

輸出免税物品購入記録票

　３枚目は、「輸出免税物品購入記録票」です（次ページ下）。
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記載方法１　（一般物品販売用）
　この様式は、法改正以前から免税の取扱いを受けていた商品（一般物品）を販売する際に使用するものです。
　2014 年 10 月１日以後も、一般物品のみを取扱う販売店は、この様式を使用することをお勧めします。

最終的に輸出となる物品の消費税免税購入についての購入者誓約書
Covenant of Purchaser of Consumption Tax-Exempt of Ultimate Export

伝票番号
Ref.No.

署　　名
Signature

番号 №

旅　券 PASSPORT

国　　　籍
Nationality

購 入 年 月 日
Date of Purchase

販　売　者　氏　名
Seller's Name

在留資格番号
（　  　    ）

旅券等の種類 Passport etc.

在　留　資　格
Status of Residence

上 陸 年 月 日
Date of Landing Year　　　　　Month　　　　　Day

年 月 日

Year　　　　　Month　　　　　Day

年 月 日

Year　　　　　Month　　　　　Day

年 月 日

購入者氏名（活字体）
Name in Full (in block Letters)

生 年 月 日
Date of Birth of Purchaser

※　在留資格欄の（　　　）内には、別添の「表示区分一覧」の番号を記入する。

数　　量
Quantity

単　　　価
Unit Price

販 売 価 額
Price

数　　量
Quantity

単　　　価
Unit Price

販 売 価 額
Price

合　計　価　額
Toral Amount

その他 Other

品　　　名 Name of Commodity
一般物品／Commodities 一般物品／Commodities

品　　　名 Name of Commodity

下記の一般物品は、日本から最終的には輸出するものとして購入し、日本で処分しないことを誓約します。
I certify that the goods listed as “commodities except consumables” on this card were purchased by me 
for ultimate export from Japan and will not be disposed of within Japan.

Ⓐ

①

②
③ ③′

④

⑤ ⑥
⑦
⑧

⑨

⑩ ⑪ ⑫ ⑬ ⑩ ⑪ ⑫ ⑬

⑭

Ⓐ　購入者に署名（サイン）をしてもらいます。
①　販売場において販売した年月日を記入します。
②　購入者のパスポート番号を記入します。
③　パスポート以外のもの（上陸許可証等）の提示があった場合、その名称を記入します。
③′③の番号を記入します。
④　上陸年月日を記入します。
⑤�　在留資格区分番号を記入します。番号は、表紙の裏面に「外国人等の在留資格等表
示区分一覧」として掲載しています。
⑥　⑤の番号に対応する在留資格を記入します。
⑦　購入者の国籍を記入します。
⑧　購入者の氏名をローマ字活字体で記入します。
⑨　購入者の生年月日を記入します。
⑩　販売物品の品名を記入します。
⑪　販売物品の販売数量を記入します。
⑫　販売物品の単価を記入します。
⑬　販売物品のうち、同一品名の合計販売価格を記入します。
⑭　総販売物品の合計価格を記入します。

伝票番号
Ref.No.

販　売　者　氏　名
Seller's Name

所 轄 税 務 署
Tax office concerned

納　税　地
Place for Tax payment 

販 売 場 所 在 地
Salling Place

税務署

本邦から出国する際又は居住者となる際に、その出港地を所轄する税関長又はその住所若しくは
居所の所在地を所轄する税務署長に購入記録票を提出しなければなりません。
When departing Japan, or if becoming a resident of Japan, you are required to submit 
your “Record of Purchase Card” to either the Director of Customs that has jurisdiction 
over your departure location or the head of the tax office that has jurisdiction over your 
place of residence or address.

輸　出　免　税　物　品　購　入　記　録　票
Record of Purchase of Consumption Tax-Exempt for Export

番号 №

旅　券 PASSPORT

国　　　籍
Nationality

購 入 年 月 日
Date of Purchase

在留資格番号
（　  　    ）

旅券等の種類 Passport etc.

在　留　資　格
Status of Residence

上 陸 年 月 日
Date of Landing Year　　　　　Month　　　　　Day

年 月 日

Year　　　　　Month　　　　　Day

年 月 日

Year　　　　　Month　　　　　Day

年 月 日

購入者氏名（活字体）
Name in Full (in block Letters)

生 年 月 日
Date of Birth of Purchaser

その他 Other

数　　量
Quantity

単　　　価
Unit Price

販 売 価 額
Price

数　　量
Quantity

単　　　価
Unit Price

販 売 価 額
Price

合　計　価　額
Toral Amount

品　　　名 Name of Commodity 品　　　名 Name of Commodity
一般物品／Commodities 一般物品／Commodities

Ⓐ Ⓑ Ⓒ Ⓓ

①

②
③ ③′

④

⑤ ⑥
⑦
⑧

⑨

⑩ ⑪ ⑫ ⑬ ⑩ ⑪ ⑫ ⑬

⑭

Ⓐ　Ⓑの「納税地」の所轄税務署を記入します。
　（注）　販売場の所轄税務署ではありません。
Ⓑ�　販売者の納税地を記入します。法人の場合は「本店所在地」、個人事業者の場合は「住
所地」等になります。
Ⓒ　販売場の所在地を記入します。
Ⓓ　販売場を経営する事業者の名称・氏名等を記入します。
　　（注）店舗名・販売員氏名ではありません。
　
　※　①以下の欄は、１枚目を記入すれば複写されます。

◎�　従来、弊社が発行していた様式は、2014 年 10月１日以後も一般物品のみ
を販売する場合は、継続して使用することができます。また、一般物品に加
えて新たに消耗品を取扱う販売場が、「一般物品専用の様式」として継続使用
することも可能です。



15

記載方法２　（消耗品販売用）
　この様式は、2014 年 10 月１日以後、消費税免税となる消耗品を販売する際に使用するものです。
　電化製品や洋服などの一般物品を取り扱わない免税店は、この様式を使用してください。

最終的に輸出となる物品の消費税免税購入についての購入者誓約書
Covenant of Purchaser of Consumption Tax-Exempt of Ultimate Export

伝票番号
Ref.No.

署　　名
Signature

番号 №

旅　券 PASSPORT

国　　　籍
Nationality

購 入 年 月 日
Date of Purchase

販　売　者　氏　名
Seller's Name

下記の消耗品は、購入した日から30日以内に輸出するものとして購入し、日本で処分しないことを誓約します。
I certify that the goods listed as “consumbable commodities” on this card were purchased by me for export 
from Japan and within 30days from the purchase date and will not be disposed of within Japan.

在留資格番号
（　  　    ）

旅券等の種類 Passport etc.

在　留　資　格
Status of Residence

上 陸 年 月 日
Date of Landing Year　　　　　Month　　　　　Day

年 月 日

Year　　　　　Month　　　　　Day

年 月 日

Year　　　　　Month　　　　　Day

年 月 日

購入者氏名（活字体）
Name in Full (in block Letters)

生 年 月 日
Date of Birth of Purchaser

※　在留資格欄の（　　　）内には、別添の「表示区分一覧」の番号を記入する。

数　　量
Quantity

単　　　価
Unit Price

販 売 価 額
Price

数　　量
Quantity

単　　　価
Unit Price

販 売 価 額
Price

合　計　価　額
Toral Amount

その他 Other

品　　　名 Name of Commodity
消耗品／Consumables

品　　　名 Name of Commodity
消耗品／Consumables

Ⓐ

①

②
③ ③′

④

⑤ ⑥
⑦
⑧

⑨

⑩ ⑪ ⑫ ⑬ ⑩ ⑪ ⑫ ⑬

⑭

Ⓐ　購入者に署名（サイン）をしてもらいます。
①　販売場において販売した年月日を記入します。
②　購入者のパスポート番号を記入します。
③　パスポート以外のもの（上陸許可証等）の提示があった場合、その名称を記入します。
③′③の番号を記入します。
④　上陸年月日を記入します。
⑤�　在留資格区分番号を記入します。番号は、表紙の裏面に「外国人等の在留資格等表
示区分一覧」として掲載しています。
⑥　⑤の番号に対応する在留資格を記入します。
⑦　購入者の国籍を記入します。
⑧　購入者の氏名をローマ字活字体で記入します。
⑨　購入者の生年月日を記入します。
⑩　販売物品の品名を記入します。
⑪　販売物品の販売数量を記入します。
⑫　販売物品の単価を記入します。
⑬　販売物品のうち、同一品名の合計販売価格を記入します。
⑭　総販売物品の合計価格を記入します。

伝票番号
Ref.No.

販　売　者　氏　名
Seller's Name

所 轄 税 務 署
Tax office concerned

納　税　地
Place for Tax payment 

販 売 場 所 在 地
Salling Place

税務署

本邦から出国する際又は居住者となる際に、その出港地を所轄する税関長又はその住所若しくは
居所の所在地を所轄する税務署長に購入記録票を提出しなければなりません。
When departing Japan, or if becoming a resident of Japan, you are required to submit 
your “Record of Purchase Card” to either the Director of Customs that has jurisdiction 
over your departure location or the head of the tax office that has jurisdiction over your 
place of residence or address.

輸　出　免　税　物　品　購　入　記　録　票
Record of Purchase of Consumption Tax-Exempt for Export

番号 №

旅　券 PASSPORT

国　　　籍
Nationality

購 入 年 月 日
Date of Purchase

在留資格番号
（　  　    ）

旅券等の種類 Passport etc.

在　留　資　格
Status of Residence

上 陸 年 月 日
Date of Landing Year　　　　　Month　　　　　Day

年 月 日

Year　　　　　Month　　　　　Day

年 月 日

Year　　　　　Month　　　　　Day

年 月 日

購入者氏名（活字体）
Name in Full (in block Letters)

生 年 月 日
Date of Birth of Purchaser

その他 Other

数　　量
Quantity

単　　　価
Unit Price

販 売 価 額
Price

数　　量
Quantity

単　　　価
Unit Price

販 売 価 額
Price

合　計　価　額
Toral Amount

品　　　名 Name of Commodity
消耗品／Consumables

品　　　名 Name of Commodity
消耗品／Consumables

Ⓐ Ⓑ Ⓒ Ⓓ

①

②
③ ③′

④

⑤ ⑥
⑦
⑧

⑨

⑩ ⑪ ⑫ ⑬ ⑩ ⑪ ⑫ ⑬

⑭

Ⓐ　Ⓑの「納税地」の所轄税務署を記入します。
　（注）　販売場の所轄税務署ではありません。
Ⓑ�　販売者の納税地を記入します。法人の場合は「本店所在地」、個人事業者の場合は「住
所地」等になります。
Ⓒ　販売場の所在地を記入します。
Ⓓ　販売場を経営する事業者の名称・氏名等を記入します。
　　（注）店舗名・販売員氏名ではありません。

　　※　①以下の欄は、１枚目を記入すれば複写されます。

◎�　従来、弊社が発行していた様式は、2014 年 10月１日以後に消耗品を販売
する場合は、使用することができません（誓約の内容が違うため）ので、ご
注意ください。
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記載方法３　（一般物品・消耗品販売共通用）
　この様式は、2014 年 10 月１日以後、一般物品と消耗品の両方を販売する店舗で使用するものです。
　商品名等の欄が、一般物品と消耗品とを分けて記入できるようになっています。

最終的に輸出となる物品の消費税免税購入についての購入者誓約書
Covenant of Purchaser of Consumption Tax-Exempt of Ultimate Export

伝票番号
Ref.No.

※　在留資格欄の（　　　）内には、別添の「表示区分一覧」の番号を記入する。

数　　量
Quantity

単　　　価
Unit Price

販 売 価 額
Price

数　　量
Quantity

単　　　価
Unit Price

販 売 価 額
Price品　　　名 Name of Commodity

消耗品／Consumables
品　　　名 Name of Commodity
一般物品／Commodities

合　計　価　額
Toral Amount

合　計　価　額
Toral Amount

署　　名
Signature

販　売　者　氏　名
Seller's Name

下記の消耗品は、購入した日から30日以内に輸出するものとして購入し、日本で処分しないことを誓約します。
I certify that the goods listed as “consumbable commodities” on this card were purchased by me for export 
from Japan and within 30days from the purchase date and will not be disposed of within Japan.

下記の一般物品は、日本から最終的には輸出するものとして購入し、日本で処分しないことを誓約します。
I certify that the goods listed as “commodities except consumables” on this card were purchased by me 
for ultimate export from Japan and will not be disposed of within Japan.

番号 №

旅　券 PASSPORT

国　　　籍
Nationality

購 入 年 月 日
Date of Purchase

在留資格番号
（　  　    ）

旅券等の種類 Passport etc.

在　留　資　格
Status of Residence

上 陸 年 月 日
Date of Landing Year　　　　　Month　　　　　Day

年 月 日

Year　　　　　Month　　　　　Day

年 月 日

Year　　　　　Month　　　　　Day

年 月 日

購入者氏名（活字体）
Name in Full (in block Letters)

生 年 月 日
Date of Birth of Purchaser

その他 Other

Ⓐ

①

②
③ ③′

④

⑤ ⑥
⑦
⑧

⑨

⑩ ⑪ ⑫ ⑬ ⑮ ⑯ ⑰ ⑱

⑭ ⑲

Ⓐ　購入者に署名（サイン）をしてもらいます。
①　販売場において販売した年月日を記入します。
②　購入者のパスポート番号を記入します。
③　パスポート以外のもの（上陸許可証等）の提示があった場合、その名称を記入します。
③′③の番号を記入します。
④　上陸年月日を記入します。
⑤�　在留資格区分番号を記入します。番号は、表紙の裏面に「外国人等の在留資格等表
示区分一覧」として掲載しています。
⑥　⑤の番号に対応する在留資格を記入します。
⑦　購入者の国籍を記入します。
⑧　購入者の氏名をローマ字活字体で記入します。
⑨　購入者の生年月日を記入します。
⑩⑮　販売物品の品名を記入します（左側が消耗品、右側が一般物品）。
⑪⑯　販売物品の販売数量を記入します（同上）。
⑫⑰　販売物品の単価を記入します（同上）。
⑬⑱　販売物品のうち、同一品名の合計販売価格を記入します（同上）。
⑭⑲　総販売物品の合計価格を記入します（同上）。

伝票番号
Ref.No.

本邦から出国する際又は居住者となる際に、その出港地を所轄する税関長又はその住所若しくは居所の所在地を所轄する税務署長に購入記録票を提出しなければなりません。
When departing Japan, or if becoming a resident of Japan, you are required to submit your “Record of Purchase Card” to either the Director of Customs that has jurisdiction over your
departure location or the head of the tax office that has jurisdiction over your place of residence or address.

輸　出　免　税　物　品　購　入　記　録　票
Record of Purchase of Consumption Tax-Exempt for Export

販　売　者　氏　名
Seller's Name

所 轄 税 務 署
Tax office concerned

納　税　地
Place for Tax payment 

販 売 場 所 在 地
Salling Place

税務署

番号 №

旅　券 PASSPORT

国　　　籍
Nationality

購 入 年 月 日
Date of Purchase

在留資格番号
（　  　    ）

旅券等の種類 Passport etc.

在　留　資　格
Status of Residence

上 陸 年 月 日
Date of Landing Year　　　　　Month　　　　　Day

年 月 日

Year　　　　　Month　　　　　Day

年 月 日

Year　　　　　Month　　　　　Day

年 月 日

購入者氏名（活字体）
Name in Full (in block Letters)

生 年 月 日
Date of Birth of Purchaser

Other

数　　量
Quantity

単　　　価
Unit Price

販 売 価 額
Price

数　　量
Quantity

単　　　価
Unit Price

販 売 価 額
Price品　　　名 Name of Commodity

消耗品／Consumables
品　　　名 Name of Commodity
一般物品／Commodities

合　計　価　額
Toral Amount

合　計　価　額
Toral Amount

Ⓐ Ⓑ Ⓒ Ⓓ

①

②
③ ③′

④

⑤ ⑥
⑦
⑧

⑨

⑩ ⑪ ⑫ ⑬ ⑮ ⑯ ⑰ ⑱

⑲⑭

Ⓐ　Ⓑの「納税地」の所轄税務署を記入します。
　（注）　販売場の所轄税務署ではありません。
Ⓑ�　販売者の納税地を記入します。法人の場合は「本店所在地」、個人事業者の場合は「住
所地」等になります。
Ⓒ　販売場の所在地を記入します。
Ⓓ　販売場を経営する事業者の名称・氏名等を記入します。
　　（注）店舗名・販売員氏名ではありません。

　　※　①以下の欄は、１枚目を記載すれば複写されます。
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　５　免税対象物品の引渡し

　�　2014 年 10 月１日以降、免税の対象となる「消耗品」を販売する際には、指定された方法により包装し
なければなりません（従来の一般物品については、包装の指定はありません）。

　消耗品の包装方法

　　⑴　包装は「プラスチック製の袋」または「ダンボール製等の箱」が可能。

　　⑵　包装は以下の要件を満たすこと。

　　　①　出国までに破損しない十分な強度を有すること。
　　　　※　果物等の鮮度維持のために内容物を容易に取り出せない大きさの穴を開けることは許容される。
　　　②　開封した場合、開封したことが分かるシールで封印すること。
　　　③　包装の中の内容物や個数が確認できること。
　　　　※　袋の場合には、透明、ほとんど透明であること。
　　　　※　箱の場合には、内容物の品名及び品名ごとの数量を記載または記載した書面を添付。
　　　④�　出国まで開封しない旨、開封した場合は消費税が課される旨を日本語及び外国語で注意喚起する記

載または添付。

譲渡の方法第３
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　６　「購入者誓約書」の保存

　�　�　購入者誓約書は、購入した日の属する課税期間の末日の翌日から２月を経過した日から 7年間、事業者
の納税地または販売場の所在地に保存しなければなりません。

　　�　なお、2014 年 10 月１日以降、　同一の販売場において、同一の非居住者に対して１日に販売する一般
物品の額が 100万円を超える場合には、その非居住者の旅券等の写し（コピー）※を、「購入者誓約
書」とともに、保存しなければならないこととなっています。

　　※�　パスポートの場合、パスポート番号、非居住者の氏名、生年月日、性別及び国籍が印字された部分の写し。

　７　「購入記録票」の提出　　８　免税購入物品の輸出

　�　�　輸出物品販売場において免税物品を購入した非居住者は、出国する際、免税購入物品を携帯等の方法に
より輸出するとともに、旅券等にはり付けられた購入記録票を、出港地の所轄税関に提出します。

譲渡の方法第３
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消費税が徴収される場合第４ 　�　次の場合には、免税に係る消費税額に相当する消費税が徴収されます。

　⑴　出国する日までに輸出しない場合

　　�　輸出物品販売場で免税物品を購入した非居住者が、出国する日までに、その免税購入物品を輸出
しない場合、出港地の所轄税関長は、その購入者から免税に係る消費税に相当する額の消費税を徴収す
ることとされています。

　　　（注）消耗品を国内で消費してしまったときは、この「輸出しない場合」に該当します。

　⑵　居住者となる日までに輸出しない場合

　　�　輸出物品販売場において免税物品を購入した非居住者が、居住者となる日（入国後６月を経過した日）
までに、その免税購入物品を輸出しない場合には、住所地又は居所地の所轄税務署長は、その購入者
から免税に係る消費税に相当する額の消費税を徴収することとされています。

　⑶　国内で譲渡等があった場合

　　�　非居住者が輸出物品販売場において購入した免税物品については、国内において譲渡又は譲受けを行っ
てはならないこととされ、これに違反した場合には罰則の適用を受けるとともに、免税に係る消費税に相
当する額の消費税を徴収されます。ただし、その免税購入物品を譲渡又は譲受けすることについてやむを
得ない事情があり、その物品の所在場所の所轄税務署長の承認を受けた場合（p.23 の「輸出物品販売場購入
物品亡失証明・承認申請書」または「輸出物品販売場購入物品譲渡（譲受け）承認申請書」の提出が必要になります。）

には罰則の適用はありません。
　　　なお、この場合でも免税に係る消費税額に相当する消費税を徴収されることになります。
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　�　海外旅行等のために出国する居住者が、その渡航先で贈答用に供するために輸出物品販売場において物
品等を購入した場合は、事業者が自ら輸出するものではありませんが、実質的には輸出と同じ結果となるこ
とから、次に掲げる条件のすべてを満たしている場合に限り、非居住者に対して物品を譲渡する場合に準じ
て輸出免税の適用を受けることができます。
　①　その販売場が、輸出物品販売場の許可を受けた販売場であること。
　②�　その物品が、渡航先における贈答用又は渡航先において自ら使用又は消費するものとして出国に際して
携帯する物品であること（帰国または再入国に際して携帯しないことが明らかなもの）。

　③　物品の 1 個当たりの対価の額が 1万円を超えるものであること。
　④�　②の要件を満たすものであることにつき譲渡を受ける者が作成した「海外旅行者が出国に際して携帯す
る物品の購入者誓約書」（p.24）を事業者において保存すること。

　⑤�　譲渡を受けた者が輸出したことにつき税関長が証明した「輸出証明書」（p.24）を事業者において保存
すること。

　�　なお、この取扱いにより消費税が免除された物品を携帯して出国した海外旅行者が、出国から２年以内に
その物品を携帯して帰国又は再入国した場合は、特別な場合を除き、その海外旅行者にその物品を販売した
事業者について免税が取り消され、当該事業者から消費税を徴収することになります。

海外旅行者が出国に際して
携帯する物品の輸出免税

第５
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１　輸出物品販売場の廃止

　　�　輸出物品販売場の許可を受けている事業者が、その輸出物品販売場に係る事業を廃止したことその他の
事情によりその許可の必要がなくなったときは、「輸出物品販売場廃止届出書」を納税地の所轄税務署に
提出しなければなりません。

２　輸出物品販売場の許可の取消し

　　�　輸出物品販売場の許可を受けている事業者が、消費税に関する法令の規定に違反した場合又は輸出物品
販売場としての施設その他の状況が特に不適当と認められる場合には、税務署長はその許可を取り消すこ
とができることとされています。

　　☞�　「輸出物品販売場としての施設その他の状況が特に不適当と認められる場合」とは、

　　　〇　非居住者に対する販売場としての施設等が十分なものでなくなった場合
　　　〇�　経営者の資力及び信用が薄弱となった場合など、輸出物品販売場として物的、人的、資金的要素に

相当な欠陥が生じた場合　等

　　　　が該当するとされています。

その他第６
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輸出物品販売場許可申請書

「輸出物品販売場」の許可を得る際に必要な書類です。

輸出物品販売場廃止届出書

輸出物品販売場に係る事業を廃止したことを届け出る際の書類
です。
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輸出物品販売場購入物品亡失証明・承認申請書

非居住者が輸出物品販売場で購入した物品を亡失したことの証明を
受ける際に必要な書類です。

輸出物品販売場購入物品譲渡（譲受け）承認申請書

非居住者が輸出物品販売場で購入した物品を、やむを得ない事情に
より譲渡等したことの承認を受ける際に必要な書類です。
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海外旅行者が出国に際して携帯する物品の購入者誓約書

居住者である海外旅行者が輸出物品販売場で購入した物品を、携帯
して出国する際に必要な書類です。

輸出証明申請書

居住者である海外旅行者が輸出物品販売場で購入した物品を携帯し
て輸出する旨を申請する際に必要な書類です。


